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１．１１年３月期の業績　　　（平成１０年４月１日～平成１１年３月３１日）�

２．12年3月期の業績予想　　　（平成１１年４月１日～平成１２年３月３１日）�

（１）    経　営　成　績�

（注）１．期中平均株式数　　10年3月期      １３２，６５７，２１９株�　　　　　　　　　　　　　｛11年3月期      １３２，６５７，２１９株�
　　　２．会計処理の方法の変更          無�

11年3月期�
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（２）    配　当　状　況�
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（注）１．期末発行済株式数　11年3月期      １３２，６５７，２１９株�　　　　　　　　　　　　　｛10年3月期      １３２，６５７，２１９株　（額面株式　１単位の株式数　１，０００株）�
　　　２．有価証券等の時価と貸借対照表計上額との差額　　７，５２１百万円�
　　　３．デリバティブ取引の時価と契約額との差額　　△　２，４６６百万円�
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（３）    財　政　状　態�
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　平成１０年度の建築着工は総建築着工床面積で前年度比８７．７％と低調で、その内、新設住宅は床面積で前年度比    �
８９．７％、戸数では８７．９％となりました。新設住宅の内訳を利用関係別に床面積で見ると、前年度比でそれぞれ持家�
９７．０％、貸家８４．８％、分譲８０．６％となり、全用途で減少しました。非住宅用建築物の着工面積も前年度比    �
８７．５％となり、特に鉱工業用途、商業用途が大きく減少しました。�
　一方、建築基準法が抜本的に改正されました。この建築基準法改正に基づき諸制度の整備が進められ、また地球環境保全�
のための諸制度、生活者の健康確保のためのガイドライン等の準備が進められました。�
　生活者のニーズは政策転換を促し、具体化してきました。益々、安全・安心・健康・快適・環境保全の見地からの製品と�
事業活動が要請されてくるようになってきました。�
　こうした中、当社は市場環境の変化に対応して、迅速に行動できるように営業体制をはじめ組織の再編・強化を行いまし�
た。業務の効率化も併せて努めました。�
　生活者の健康で安全・安心な住まい作り、性能重視への対応、および地球環境保全のための対応を進めるとともに、強靭�
な体質作りに取り組みました。�
　当期の業績については、住宅および建設用資材部門では、建築着工量の減少に伴い、資材の需要が落ち込み、販売競争が�
激化しました。また、住宅の安全・健康・環境保全に対する需要家の関心が高まり、建築資材に関しても品質、機能に関し�
て厳しく選別される傾向が強まりました。こうした市場の要請に応えた製品の品揃えの充実を図ると同時に、顧客別にきめ�
の細かい販売を促進しました。同時に、未利用資源を活用して当社が独自に開発した不燃、強度、耐久性等に優れた性能を�
備えた新素材のダイライトの普及と、そして、これを生かして高耐力・高耐久住宅を造る「ダイライト構法」の普及による�
有力販売店・工務店の組織化を進め、主力製品の総合販売に努めました。�
　この結果、売上は住機製品、外装材、造作材、床材等の売上は減少しましたが、ダイライトや階段の売上は増大しました。�
　工業用資材部門では、車両用資材をはじめ、全般に需要が減少し、低調に推移しました。�
　エンジニアリング部門では、上海森ビル、大川端マンション（東京）、新堂島ビル（大阪）、ＪＲ堺再開発（大阪）など�
が竣工しましたが、大型プロジェクトは少なく、中小物件やリフォーム工事などをフォローすることで受注確保に努めまし�
た。�
　住宅事業部門では、景気悪化に伴い住宅需要は減少を続けました。営業体制の強化により受注に努めましたが、売上は減�
少しました。�
　木材および木製品部門では、原木の需要減少により、木材加工品の販売拡大を図り、扱い品目の転換を進めました。細か�
くフォローすることで受注確保に努めましたが売上は減少しました。�
　当期の設備投資につきましては、井波工場において国道拡幅工事に伴う事務所改築をおこないました。また、各工場にお�
いては生産性向上のための各種設備工事を実施しました。これらの所要資金はすべて自己資金を充当しました。�
　以上の経過により、売上高は前期比１２．２％減の１，８７２億９，６５２万円、経常利益では４２．１％減の２３億�
７，２６０万円となり、当期利益は３．０％増の１１億１，８３０万円となりました。�
　次期のわが国経済は、政府の経済対策が景気を下支えするものの、自律回復するとは見込まれず、景気は低迷するものと�
見られます。�
　住宅建設は世帯数の増加による根強い需要、および、住宅減税の施策の実施を背景に回復傾向に向かうものと見込まれ、�
これに伴い住宅関連資材の需要も拡大傾向になると予測されますが、大きな回復は見込めず、シェアの確保・拡大に向けて�、�
開発、生産、流通、施工面での競争は一層激しくなると思われます。�
　一方では住宅品質確保促進法の制定、健康住宅ガイドライン、次世代省エネ基準の適用をはじめ、生活者への支援・保護�
が進み、また建築廃棄物に関する規制強化も進みます。低価格化の要請と合わせて、ますますこれらへの対応が強く求めら�
れてきます。�
　当社はこうした市場の変化や要請に迅速に対応するため、素材や製品、構造や工法の研究開発を進めると共に、コストの�
低減、販売力の強化を図り、主力事業の一層の市場シェア拡大と新規市場開拓に努め、業績の回復、拡大に努める所存であ�
ります。�
　また、経営の合理化・効率の向上に注力し、企業体質の強化を図りたいと存じます。　�

－２－�

１．当 期 及 び 次 期 の 業 績 の 概 要��
�

添　 付     書     類�



　当社は株主に安定した配当を継続することを基本方針とし、将来の発展のため財務体質の強化、内部留保の確保に努め、�
業績の向上・安定に努力しております。当期は、固定資産を売却し特別利益を計上しましたが、売上高の減少及び有価証券�
の評価損の計上などで当期利益は横這いになりました。したがって期末配当金は中間配当金と同様に１株につき３円７５銭�
とさせていただく予定であります。この結果、当期の利益配当は７円５０銭（中間３円７５銭、期末３円７５銭）となり、�
これによる当期の配当性向は８９．０％となります。�
　今後も利益配当の金額につきましては、安定配当を基本に収益の状況に応じ、株主への利益還元に努める所存でございま�
す。�
�
�
�
�
�
　　１．対応状況等�
　　　　ａ．取組み方針�
　　　　　　　当社は、西暦２０００年問題を顧客対応及び事業継続性の維持の面で重要事項と確認し、社内情報システム�、�
　　　　　　　生産システム等その対応に向けての活動を推進しております。�
��
　　　　ｂ．取組み体制�
　　　　　　　当社では、従来より西暦２０００年問題の重要性を認識し、各部門個別に対応を進めてきましたが、より網�
　　　　　　　羅性を高めるため、１９９８年１０月に情報システム部を「西暦２０００年問題」の担当部門と定めました�。�
　　　　　　　各部門における対応計画の策定状況、同計画に対する進捗状況の把握、対応の促進活動を行っており、その�
　　　　　　　対応状況の進捗を定期的に当社の経営陣に報告し、必要に応じて経営陣と対応策の協議を行っております。�
��
　　　　ｃ．対応の進捗状況�
　　　　　　　当社の主要な基幹情報システムの対応は、１９９９年３月末におおむね終了し、１９９９年６月までにテス�
　　　　　　　トも含め完了する予定で、現在のところ作業は順調に進んでおります。�
　　　　　　　設備システムに関しても同様に、生産設備・物流設備などそれぞれに調査・改修を１９９９年９月までに完�
　　　　　　　了するよう計画的に進めております。�
　　　　　　　１９９９年３月現在販売中である製品については確認調査完了しており、特に問題がありません。�
��
　　２．対応のための支出金額等�
　　　　　当社の基幹情報システム部の西暦２０００年問題への対応は、情報システム部門の内部要員を中心に対応してお�
　　　　　り、またそれらの再開発時やレベルアップ時に対応しているため明確に区分することはできません。�
　　　　　また、その他の領域においても西暦２０００年問題に対応する費用が発生しますが、これらの費用が将来の業務�
　　　　　および業績に重大な影響をおよぼすことはないと予想しております。�
��
　　３．危機管理計画�
　　　　　当社では、対策実施およびテストの徹底により万全を期す所存ですが、万一に備えさまざまな事態を想定し、そ�
　　　　　の事態への対応計画を１９９９年９月末日を目処に計画するよう検討しております。�

－３－�

２．配  当  政  策�

３．コンピュータ西暦２０００年問題への  �
�                                                   対 応 状 況 に つ い て�
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４．貸   借   対   照   表�

資 産 の 部 �

（ 流 動 資 産 ） �

現 金 ・ 預 金 �

受 取 手 形 �

売 掛 金 �

有 価 証 券 �

製 品 ・ 商 品 �

山 林 �

仕 掛 品 �

未 成 工 事 支 出 金 �

原 材 料 ・ 貯 蔵 品 �

前 渡 金 �

諸 預 け 金 �

前 払 費 用 �

短 期 貸 付 金 �

そ の 他 流 動 資 産 �

貸 倒 引 当 金 �

（ 固 定 資 産 ） �

（ 有 形 固 定 資 産 ） �

建 物 ・ 構 築 物 �

機 械 装 置 �

車 両 運 搬 具 �

工 具 ・ 器 具 ・ 備 品 �

土 地 �

山 林 及 び 植 林 �

建 設 仮 勘 定 �

（ 無 形 固 定 資 産 ） �

（ 投 資 等 ） �

投 資 有 価 証 券 �

子 会 社 株 式 �

長 期 貸 付 金 �

長 期 保 証 金 �
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貸 倒 引 当 金 �

資 産 合 計 �
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９，９０９�

６４０�

１２，９００�

１，７５０�

５，４９４�

△　　　　８７４�

１６７，８３２�

△　４，６０６�

（△　３，２４５　）�

３，９４０�

８３３�

△　２，８００�

△　　　１８５�

△　１，７４０�

－�

△　　　２３３�

△　　　７７４�

△　　　４９６�

３４７�

△　　　　４９�

△　　　　５８�

△　　　４０９�

△　１，９５６�

３３５�

（△　１，３６２　）�

（△　６，６０９　）�

△　　　５９３�

△　２，０８３�

△　　　　１３�

△　　　１５８�

△　２，３５５�

－�

△　１，４０７�

（△　　　　１２　）�

（　　５，２５８　）�

３，５１０�

１９５�

３，６１４�

１１０�
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４，３３５�

２４，８８３�

２６�

１，４０８�

１，６３０�

１，５３３�

４４６�

１７�

１６５�

２，１６１�

１，３９２�
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１００．０�

１００．０�

（　５４．８）�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

（　４５．２）�

（　２７．４）�

�

�

�

�

�

�

�

（　　０．１）�

（　１７．７）�

�

�

�

�

�

�

１００．０�

百万円�百万円� ％�百万円�

科　　　　　目� 増 減 金 額 �

大建工業株式会社�

％�

当　　期　（１１．３．３１）� 前　　期　（１０．３．３１）�
金　　　　額� 構　成　比�金　　　　額� 構　成　比�



－５－�

負 債 の 部 �

（ 流 動 負 債 ） �

支 払 手 形 �

買 掛 金 �

短 期 借 入 金 �

未 払 金 �

未 払 法 人 税 等 �

未 払 事 業 税 等 �

前 受 金 �

諸 預 り 金 �

賞 与 引 当 金 �

固定資産圧縮特別勘定�

そ の 他 流 動 負 債 �

（ 固 定 負 債 ） �

転 換 社 債 �

長 期 借 入 金 �

退 職 給 与 引 当 金 �

そ の 他 固 定 負 債 �

�

�

資 本 の 部 �

（ 資 本 金 ） �

（ 法 定 準 備 金 ） �

資 本 準 備 金 �

利 益 準 備 金 �

（ 剰 余 金 ） �

配 当 引 当 積 立 金 �

退 職 積 立 金 �

特 別 償 却 積 立 金 �

海外投資等損失積立金�

別 途 積 立 金 �

当 期 未 処 分 利 益 �

（ う ち 当 期 利 益 ） �

�

負債及び資本合計�

１０６，７３１�

（　　８３，２８８　）�

４０，６７７�

１５，４４２�

１４，７５０�

３，９８３�

１４０�

１１３�

１，９８３�

１，９６７�

２，５３２�

４５６�

１，２３９�

（　　２３，４４３　）�

１，２５４�

１８，８４９�

２，６７４�

６６５�

�

�

６１，１０１�

（　　１３，１５０　）�

（　　１４，２０７　）�

１１，８５０�

２，３５６�

（　　３３，７４３　）�

４８５�

４１０�

１８３�

４６７�

３０，８００�

１，３９８�

（　　　１，０８５　）�

�

１６７，８３２�

△　４，６９０�

（△１２，８７２　）�

△　７，０９０�

△　　　２５７�

△　２，３２９�

△　１，１５５�

１，０２４�

△　　　１１３�

△　１，５５７�

△　　　２５６�

△　　　５０６�

△　　　４５６�

△　　　１７４�

（　　８，１８１　）�

－�

８，１９１�

３�

△　　　　１３�

�

�

８３�

（　　　　　　－　）�

（　　　　１０４　）�

－�

１０４�

（△　　　　２０　）�

－�

－�

△　　　　９０�

－�

△　２，０００�

２，０７０�

（　　　　　３３　）�

�

△  ４，６０６�

１０２，０４１�

（　　７０，４１６　 ）�

３３，５８７�

１５，１８５�

１２，４２１�

２，８２８�

１，１６４�

－�

４２６�

１，７１１�

２，０２６�

－�

１，０６５�

（　　３１，６２４　 ）�

１，２５４�

２７，０４０�

２，６７７�

６５２�

�

�

６１，１８４�

（　　１３，１５０　）�

（　　１４，３１１　）�

１１，８５０�

２，４６０�

（　　３３，７２３　）�

４８５�

４１０�

９３�

４６７�

２８，８００�

３，４６８�

（　　　１，１１８　）�

�

１６３，２２６�

６２．５�

（　４３．１）�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

（　１９．４）�

�

�

�

�

�

�

３７．５�

（　　８．０）�

（　　８．８）�

�

�

（　２０．７）�

�

�

�

�

�

�

�

�

１００．０�

６３．６�

（　４９．６）�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

（　１４．０）�

�

�

�

�

�

�

３６．４�

（　　７．８）�

（　　８．５）�

�

�

（　２０．１）�

�

�

�

�

�

�

�

�

１００．０�

百万円�百万円� ％�百万円�

科　　　　　目� 増 減 金 額 �
当　　期　（１１．３．３１）� 前　　期　（１０．３．３１）�

金　　　　額� 構　成　比�金　　　　額� 構　成　比�
％�



－６－�

５．損   益   計   算   書�

営 業 損 益 の 部 �
売 上 高 �
売 上 原 価 �
販売費及び一般管理費 �
営 業 利 益 �
�
営 業 外 損 益 の 部 �
営 業 外 収 益 �
受取利息及び配当金�
雑 収 入 �
営 業 外 費 用 �
支払利息及び割引料�
雑 損 失  �

�
経 常 利 益 �
�
特 別 利 益 �
貸 倒 引 当 金 戻 入 額 �
債権償却特別勘定戻入益�
固 定 資 産 売 却 益 �
�
特 別 損 失 �
固 定 資 産 除 却 損 失 �
投資有価証券売却損�
更生会社等有価証券評価損�
有 価 証 券 評 価 損 �
投資有価証券評価損�
債権償却特別勘定繰入損�
貸 倒 損 失 �
役 員 退 職 金 �
展 示 場 解 約 費 用 他 �
�
税 引 前 当 期 利 益 �
法人税、住民税及び事業税�
当 期 利 益 �
�
前 期 繰 越 利 益 �
中 間 配 当 額 �
利 益 準 備 金 積 立 額 �
当 期 未 処 分 利 益 �

百万円�百万円� ％� ％�百万円� ％�
�

△２６，００５�
△１７，８３４�
△　６，２１７�
△　１，９５４�

�
�

（　　　　３５２）�
△　　　　８７�

４４０�
（　　　　１２２）�

２５６�
△　　　１３４�

�
△　１，７２４�

�
（　　１，８３５）�
△　　　　　６�
△　　　　　２�
１，８４３�

�
（△　１，１６２）�
△　　　１２７�

１６９�
△　　　１８７�
△　　　２８０�
△　　　８８４�
△　　　４９０�

８８�
１４６�
４０４�

�
１，２７３�
１，２４０�

３３�
�

２，０３６�
０�
０�

２，０７０�

�
△　１２．２�
△　１０．６�
△　１５．１�
△　５８．４�

�
�

（　　１２．８）�
�
�

（　　　６．１）�
�
�
�

△　４２．１�
�

（　　　　　－）�
�
�
�
�

（△　３９．３）�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�

１１１．２�
－�

３．０�

�
１８７，２９６�
１５１，０５９�
３４，８４５�
１，３９１�

�
�

（　　３，１０３）�
１，０９３�
２，０１０�

（　　２，１２２）�
１，５１４�
６０８�

�
２，３７２�

�
（　　１，８４３）�

－�
－�

１，８４３�
�

（　　１，７９８）�
１１０�
１６９�
－�

８３０�
－�
－�
９２�
１９１�
４０４�

�
２，４１８�
１，３００�
１，１１８�

�
２，８９６�
４９７�
４９�

３，４６８�

�
２１３，３０１�
１６８，８９３�
４１，０６２�
３，３４５�

�
�

（　　２，７５１）�
１，１８０�
１，５７０�

（　　２，０００）�
１，２５８�
７４２�

�
４，０９６�

�
（　　　　　　８）�

６�
２�
－�
�

（　　２，９６０）�
２３７�
－�

１８７�
１，１１０�
８８４�
４９０�
４�
４５�
－�
�

１，１４５�
６０�

１，０８５�
�

８６０�
４９７�
４９�

１，３９８�

�
１００．０�
８０．７�
１８．６�
０．７�

�
�

（　　１．７）�
�
�

（　　１．１）�
�
�
�

１．３�
�

（　　１．０）�
�
�
�
�

（　　１．０）�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�

１．３�
０．７�
０．６�

�
１００．０�
７９．２�
１９．２�
１．６�

�
�

（　　１．３）�
�
�

（　　１．０）�
�
�
�

１．９�
�

（　　０．０）�
�
�
�
�

（　　１．４）�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�

０．５�
０．０�
０．５�

科　　　　　目� 増減金額� 対前期比�

大建工業株式会社�
　　　　　自１０．４．　１�　当　　期（至１１．３．３１）�

　　　　　自　９．４．　１�　前　　期（至１０．３．３１）�

金　　　額� 百 分 比 � 金　　　額� 百 分 比 �



－７－�

注  　記 �
�

１．棚卸資産の評価方法は、移動平均法による原価基準によっている。                      �
２．有価証券の評価方法は、移動平均法による原価基準によっている。�
３．特定金銭信託に含まれる有価証券の評価方法は、銘柄別の移動平均法による原価基準によっている。�
４．有形固定資産の減価償却方法は、定率法によっている。なお、平成１０年４月１日以降に取得した建物（建物附属�
　　設備を除く）は、法人税法に規定する定額法を採用している。�
５．引当金の計上基準          �
　（１）退職給与引当金は従業員の退職金の支出に備えるため設定したもので、自己都合による期末退職金要支給額の�
　　　　４０％を計上している。�
　（２）賞与引当金は従業員の賞与支給に備えるため設定したもので、支給見込額基準により計上している。�
　（３）貸倒引当金は貸倒損失発生に備えるため設定したもので、法人税法の規定に基づく実績繰入率による繰入限度�
　　　　相当額のほか、個別の債権についても回収の可能性を検討し、回収不能見込額を計上している。�
６．リース取引の会計処理方法は、リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リー�
　　ス取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっている。�
７．消費税等の会計処理は、税抜方式を採用している。�

（  重 要 な 会 計 方 針  ）�

（ 貸 借 対 照 表 関 係  ）�
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 当        期　　　　　　　　　   前       期            �
１．有形固定資産の減価償却累計額�
２．子会社に対する短期金銭債権�
　　子会社に対する長期金銭債権�
　　子会社に対する短期金銭債務�
３．担 保 に 供 し て い る 資 産 �
４．受 取 手 形 割 引 高 �
　　保 証 債 務 �
５．自 己 株 式 �
�

３７，４５８百万円�
３，０７８百万円�
２，９４１百万円
３，０００百万円 �
９，１０８百万円�
１３，５５９百万円�
１０，３８１百万円�

０百万円�

８，０１１百万円�
１０，９８５百万円�

３６４百万円�

９，１５２百万円�
１３，６０１百万円�

２７０百万円�

３３，７３７百万円�
３，４８６百万円�
２，９５１百万円�
３，４３７百万円�
７，６３７百万円�
１４，１９７百万円�
５，５３２百万円�

０百万円�（939株)                                       （168株）�

（  損 益 計 算 書 関 係  ） 

子  会  社   と  の  取  引  高                                                          当        期                                      前        期    �
　売　　　上　　　高 �
　仕　　　入　　　高�
　営業取引以外取引高�
�
　損益計算書の「販売費及び一般管理費」に含めて表示していた事業税（２６０百万円）は、財務諸表等規則の改正に�
　より、当期より法人税及び住民税に含め「法人税、住民税及び事業税」として表示することに変更した。なお、貸借�
　対照表で区分していた未払事業税は、当期より未払法人税等に含めて表示することに変更した。�

（表示方法の変更）�
�

（    リ  ー  ス    関    係    ）�

 リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引�
�                                                                                                           当        期                                       前        期    �
１．取得価額相当額�
　　減価償却累計額相当額�
　　期末残高相当額�
２．未経過リース料期末残高相当額�
�              １年以内 �
�              １年超 �
�              合計�
３．支払リース料（減価償却費相当額）�
４．減価償却費相当額の算定方法は、定額法によっている。�
５．上記注記は、有形固定資産の期末残高等の占める未経過リース料期末残高相当額の割合が低いため、�
　　支払利子込み法により算定している。�

　２，９１７百万円                       ３，７７６百万円�
１，７３３百万円                       １，８００百万円�
１，１８４百万円                       １，９７６百万円�

�
５４７百万円                               ８００百万円�
６３６百万円                       １，１７６百万円�

１，１８４百万円                       １，９７６百万円�
７５５百万円                               ８４３百万円�



－８－�

６．�利　�益　処　分　案�

�
�
当 期 未 処 分 利 益 �
特別償却積立金取崩額�
別 途 積 立 金 取 崩 額 �

計�
�
これを次の通り処分する。�
�
�
利 益 準 備 金 �
利 益 配 当 金 �
�
�
取 締 役 賞 与 金 �
次 期 繰 越 利 益 �

百万円� 百万円�
�

３，４６８　　�
－　　�
－　　�

３，４６８　　�
�
�
�
�

５０　　�
４９７　　�

（１株につき普通配当３円７５銭）�
�

－　　�
２，９２０　　�

百万円�
�

１，３９８　　�
９０　　�

２，０００　　�
３，４８８　　�

�
�
�
�

５４　　�
４９７　　�

（１株につき普通配当３円７５銭）�
�

４０　　�
２，８９６　　�

�
２，０７０�

△　　　　　９０�
△　　２，０００�
△　　　　　２０�

�
�
�
�

△　　　　　　４�
０�

　�
�

△　　　　　４０�
２４�

科　　目�
期　　別� 当　　　　　　期� 前　　　　　　期�

（１０．４．１～１１．３．３１）�（９．４．１～１０．３．３１）�

（１０．４．１～１１．３．３１）�（９．４．１～１０．３．３１）�

増 減 金 額 �

大建工業株式会社�

（注）平成１０年１２月１５日に４９７百万円（１株につき普通配当３円７５銭）の中間配当を実施した。�

７．�売 上 高 比 較 表 �

�
住宅・建設用資材�
�
工 業 用 資 材 �
�
エンジニアリング�
�
住 宅 事 業 �
�
木 材 ・ 木 製 品 �
�
そ の 他 �
�
合　　　　　計�

�
１２５，６５９�

�
５，０１５�

�
２７，２８９�

�
５，６６９�

�
１３，９２３�

�
９，７３８�

�
１８７，２９６�

百万円� �
６７．１�

�
２．７�

�
１４．６�

�
３．０�

�
７．４�

�
５．２�

�
１００．０�

％�

金　　額� 構　成　比�

�
１４４，７８６�

�
７，３９７�

�
２７，９５３�

�
７，３４５�

�
１６，９１１�

�
８，９０７�

�
２１３，３０１�

百万円� �
６７．９�

�
３．５�

�
１３．１�

�
３．４�

�
７．９�

�
４．２�

�
１００．０�

％� �
△１９，１２７�

�
△　２，３８２�

�
△　　　６６４�

�
△　１，６７６

　�
△　２，９８８�

�
８３１�

�
△２６，００５�

百万円� �
△１３．２�

�
△３２．２�

�
△　２．４�

�
△　２２．８

　�
△１７．７�

�
９．３�

�
△１２．２�

％�

金　　額� 構　成　比�科　　目�

期　　別� 当　　　　　　期� 前　　　　　　期�

１，９０７百万円� ２，７３７百万円�当　期�（注）　　売上高に含まれる輸出高　� 前　期�

増 減 金 額 � 増 減 比 �



－９－�

８．有価証券時価等�

�

９．デリバティブ取引の契約額、時価及び評価損益�

百万円�百万円�百万円�百万円�百万円�百万円�

種　　　類 

市場性ある有価証券に係る時価情報�

当　　期（平成１１年３月３１日）�
時　　　価� 評価損益�貸借対照表価額�

前　　期（平成１０年３月３１日）�
時　　　価� 評価損益�貸借対照表価額�

（1）流動資産に�
属するもの�
株 式 �
債 券 �
そ の 他 �
小 計 �

（2）固定資産に�
属するもの�
株 式 �
債 券 �
そ の 他 �
小 計 �
合 計 �

�
�

４，１１８�
－�

２１７�
４，３３６�

�
�

８，１６１�
３０�
－�

８，１９１�
１２，５２７�

�
�

１２，６１２�
－�

１３５�
１２，７４７�

�
�

７，２７０�
２９�
－�

７，３００�
２０，０４８�

�
�

８，４９４�
－�

△　　　　８３�
８，４１１�

�
�

△　　　８９１�
△　　　　　１�

－�
△　　　８９１�
７，５２１�

�
�

４，２３４�
－�

２８５�
４，５２０�

�
�

６，７１４�
３０�
－�

６，７４４�
１１，２６４�

�
�

５，３７６�
－�

１８３�
５，５５９�

�
�

１４，１８５�
３０�
－�

１４，２１５�
１９，７７５�

�
�

１，１４２�
－�

△　　　１０２�
１，０３９�

�
�

７，４７１�
０�
－�

７，４７１�
８，５１１�

１．金 利 関 連 �

当　期（平成１１年３月３１日）�
時　　価�評価損益�契約額�

うち１年超�
時　　価�評価損益�契約額�

うち１年超�

前　期（平成１０年３月３１日）�

スワップ取引�
金利スワップ �
受取固定・支払変動�
受取変動・支払固定�
受取変動・支払変動�
�
�

合 計 �

百万円�
�

15, 500�
40, 500�
13, 245�

�
�

69, 245

百万円�
�

15, 000�
40, 500�
12, 500�

�
�

68, 000

百万円�
�

△      281�
△      725�
△  1, 483�

�
�

△  2, 490

百万円�
�

△      281�
△      725�
△  1, 483�

�
�

△  2, 490

百万円�
�

500�
56, 500�
16, 134�

�
�

73, 134

百万円�
�

500�
55, 500�
13, 245�

�
�

69, 245

百万円�
�
24�

△  2, 240�
△  3, 451�

�
�

△  5, 666

百万円�
�
24�

△  2, 240�
△  3, 451�

�
�

△  5, 666

（注）１．時価等の算定方法�
　　　　　上 場 有 価 証 券　　　主に東京証券取引所の最終価格          �
　　　　　店 頭 売 買 有 価 証 券　　　証券業協会が発表する最終売買値段        �
　　　　　証券投資信託の受益証券　　　基　準　価　格      �
�
　　　２．流動資産に属する株式には自己株式を含んでおり、当期の評価益は０百万円であります。�
　　　３．開示の対象から除いた有価証券の貸借対照表計上額          �
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　当　　期　　　　　　前　　期�
　　　　　固定資産に属するもの　　　　株　　式　　　　　４，０６３百万円　　３，８０５百万円 �
　　　　　　　　　　　　　　　　　　（うち関係会社株式　２，７０２百万円　　２，４９２百万円）�
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　債　　券　　　　　２，０００百万円　　　　　－　百万円  �
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（ユーロ円建利付債）�

区
　
分�

市
場
外
取
引�



－１０－�

２．通 貨 関 連 �

当　期（平成１１年３月３１日）�
時　　価�評価損益�契約額�

うち１年超�
時　　価�評価損益�契約額�

うち１年超�

前　期（平成１０年３月３１日）�

為替予約取引�
買　建 �
米ドル�
フランスフラン�
ドイツマルク�
売　建�
米ドル�

合 計 �

百万円�
�

１, 987�
10�
64�
�
34�

2, 096

百万円�
�
－�
－�
－�
�
－�

－�

百万円�
�

2, 010�
10�
63�
�
35�

2, 120

百万円�
�
23�
0�

△          1�
�

△          1�

22

百万円�
�

236�
12�
18�
�
12�

280

百万円�
�
－�
－�
－�
�
－�

－�

百万円�
�

221�
12�
17�
�
12�

264

百万円�
�

△        15�
0�

△          1�
�
0�

△        16

区
　
分�

市
場
外
取
引�

３．債 券 関 連 �

当　期（平成１１年３月３１日）�
時　　価�評価損益�契約額�

うち１年超�
時　　価�評価損益�契約額�

うち１年超�

前　期（平成１０年３月３１日）�

�
先物取引�
売　建 �
買　建�

��
�

合 計 �

百万円�
�
－�
－�
�
�

－�

百万円�
�
－�
－�
�
�

－�

百万円�
�
－�
－�
�
�

－�

百万円�
�
－�
－�
�
�

－�

百万円�
�

3,257�
－�
�
�

3, 257

百万円�
�
－�
－�
�
�

－�

百万円�
�

3,254�
－�
�
�

3, 254

百万円�
�
3�
－�
�
�

3

区
　
分�

市
場
取
引�
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